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わが国の地方公共団体における PFI 事業では，価格点と性能点の加算による総合評価方式に基づいて事

業者選定を行うのが一般的である．その場合，性能点は要求水準を上回る追加的な提案に対する支払い意

志額の「価格点換算」に相当すると考えられることから，原理的には，価格点，性能点ともに 1 点当たり

の金銭換算額が存在する．そのため，本来であれば価格点と性能点を加算するに当たり，両者間のキャリ

ブレーションを行う必要があるが，従来はほとんどそのことが指摘されることもなく，また実施されてこ

なかった．そこで，本研究では，総合評価における価格と性能の評価点をキャリブレーションするための

性能評価点の金銭換算方法を提案することを目的としている．まず，実際の PFI 事業における事業者選定

事例をもとに価格点と性能点のレンジを比較することにより，その実態を明らかにしている．次いで，両

者のキャリブレーションのための方法を 3 種類提案し，簡単な例を用いてその試算ケースをシミュレーシ

ョンしている．その結果，本研究の方法を用いることにより，従来の財政支出削減額に基づく VFM に加

えて，性能面の向上に関しても同じ金銭換算値で評価することが可能であることを示した．  
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1. はじめに 

 

 公共セクターの財政逼迫等を背景に，公共施設等の整

備や維持管理・運営において国際的に PPP（Public Private 

Partnership）あるいは PFI（Private Finance Initiative）が広く

導入されている．わが国においても民間資金等の活用に

よる公共施設等の整備等の促進に関する法律（いわゆる

PFI 法）が施行されてから既に 20 年以上が経過し，PFI

事業案件数も内閣府 1)によると 2020年 3月 31日現在で

818件にのぼる．なお，一般にPPP/PFIと表記されること

が多いが，本稿では繁雑さを避けるため PFIと表記する． 

PFI 事業者選定においては，多くの案件において総合

評価一般競争入札方式が採用されている．地方公共団体

の PFI事業では性能評価と価格から総合評価値を算出す

る方法として主に加算方式が採用されているが，いくつ

かの課題が挙げられており，大西・宮本 2)において，そ

の改善策を提示している． 

 1 点目は，加算方式の価格点算出式である．3. (1)でも

述べるが，従来，ほとんどの事業で採用されている価格

点算出式は非線形かつ相対評価で，落札圏外の第三者が

低入札した場合，落札圏内の上位入札者の順位に変動を

及ぼす可能性があることなどの課題を指摘した．そのた

め，線形かつ絶対評価である線形補間式にすべきである

と提案している．しかしながら，線形補間式については，

予定価格を 0点，事前に設定する入札下限価格を満点と

するため，従来採用されている逆比例式に比べて価格点

差が大きい式となっており，発注者が求める総合評価の

趣旨からすると，新たな課題が生じるといえる．そこで，

大西・宮本 3)において更なる改善策を示している． 

 2 点目は，性能評価点と価格評価点のキャリブレーシ

ョンである．現状の加算方式では，性能点と価格点の和

で評価を行っているが，これらの配点割合については，

どの程度重視したいかという概略的な判断によって決定

されている．これまでの実績では性能点の配点割合が高

い案件が多くみられるが，価格点と性能点の見かけの重

み付けの議論はあるが実質的な重みについては合理的根

拠に十分に基づくとは言えない可能性がある．前稿では

その課題を提示するとともにキャリブレーション方法の

素案に関して提案したが，その方法を列挙するに留まっ

ており，具体的な内容には踏み込んでいない． 
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 そこで，本研究では大西・宮本 2)で指摘した加算方式

における価格点と性能点のキャリブレーションの課題に

着目し，実際の事業者選定プロセスにおける実務的な適

用に向けたより具体的な提案を行うことを目的としてい

る． 

 本稿ではまず，価格点と性能点の点数化方法とそれぞ

れの 1点あたりの価格差について現状を整理する．その

上で，大西・宮本 2)で提案した性能点の金銭換算化方法

を改めて整理したうえで，仮想的に簡単なケースを設定

して金銭換算シミュレーションを行う．その上で，性能

評価項目の金銭換算と VFM への反映に関する諸課題を

整理する． 

 

 

2. 既存研究と本研究の位置付け 

 

(1) 既存研究のレビュー 

既存の研究において，総合評価方式全般の視点では，

Bergman et al.4)，Lahdenperä5)，Perng et al.6)，Tsai et al.7)が挙げ

られる．これらの論文では，わが国の総合評価方式に相

当する Most Economically Advantageous Tender（MEAT）方

式での入札を対象としており，他方式との比較や歴史的

経緯，価格と性能の限界効用に関する視点が多く見られ

る． 

一方，わが国の入札制度を対象とした論文は，大野 8)，

大野ら 9)が挙げられる．大野 8)は各入札方式の特徴を取

り上げ，各方式の課題を指摘している．大野ら 9)はわが

国，米国，欧州での入札制度の比較を行っている．その

他の関連研究として，小路ら 10)，金子ら 11)では，実際の

入札情報を用いて企業の入札行動に関する分析を行って

いる． 

性能評価項目の金銭換算については，渡会 12)が指摘し

ている．本来，VFM の考え方として設計・建設・維持

管理・運営費の削減額だけでなく，サービス向上につい

ても評価されるべきであり，性能評価項目についても可

能な限り金銭換算を行うことで VFM に反映すべきであ

るとしている．また，一部の性能評価項目について金銭

換算を試みている． 

 

(2) 本研究の位置付け 

 総合評価方式の加算方式，除算方式における課題に言

及した研究は多数見られるが，加算方式における価格点

と性能点の 1点あたりの価格差やキャリブレーションに

言及した研究については筆者らが検索した範囲内におい

ては見当たらない．また，渡会 12)において VFM の性能

評価項目の定量化について指摘し金銭換算を試行してい

るが，具体的な金銭換算方法や価格点と性能点の 1点あ

たりの価格差やキャリブレーションについては言及して

いない． 

そこで，本稿では，総合評価方式の加算方式を対象と

して，仮想的に設定した性能評価項目について金銭換算

シミュレーションを行い，具体的な方法と性能評価項目

の VFM への反映方法について提案している点が特色で

ある． 

 

 

3. 価格評価と性能評価の現状 

 

(1) 価格及び性能の点数化方法 

a) 提案価格の点数化 

加算方式における価格点算出式は逆比例式が多く用い

られている．逆比例式は［（配点）×（最低入札価格／

各入札価格）］で求める．その 1例を表-1に示す．この

式は入札者間での最低入札価格を基準とした相対評価式

であり，その課題については大西・宮本 2)  3)において指

摘している． 

 

表-1 逆比例式による点数化の例 

グループ A B C 

入札価格 

（ 百万円） 
10,000 9,500 9,000 

価格点 

（配点：30点） 

30 ×
9,000

10,000
 

=27.00点 

30 ×
9,000

9,500
 

=28.42点 

30 ×
9,000

9,000
 

=30.00点 

 

b) 性能評価項目の点数化 

性能評価の点数化については 5 段階評価が 最も多く，

次いで 4 段階評価が多く見られる．こ れらは，各項目を 

A~E または A~D で評価し，評価に応じて加点を決定す

る方法となっている．例えば，項目の 配点が 10 点の場

合に「A」評価となった場合は配点の 100%を付与する

ことになるため 10 点が加点され，「B」の場合は配点の 

75%が付与され，7.5 点となる． 

各評価項目の点数付与については，審査委員が個別評

価を行った後に合議の上で委員の総意によって評価する

合議方式と，各委員による個別評価を基本的には平均化

する平均方式のどちらかによって行われている． 

その他の点数付与方法として，あらかじめ配点を設定

せず，提案内容に応じて点数を付与する方式や，各提案

内容を比較し，最も優れた提案に対して項目毎に満点を

与え，2 位以下は相対比で各項目の 点数を決定する方式，

9段階評価，10段階評価，項目毎に段階が異なるもの，

各委員によって点数化し，その平均値を付与するもの等

が存在する． 

 

(2) 価格点と性能点の配点割合の設定方法 

 配点割合については，価格点：性能点が 30:70 の案件
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が最も多く，40:60，50:50，20:80 などの案件も存在する．

基本的には価格と性能の重視する度合いにより配点割合

を決定しており，価格と性能をそれぞれ点数化している

が，価格点と性能点のそれぞれの 1点間でのキャリブレ

ーションは考慮されていない． 

 

(3) 性能点の金銭換算 

 加算方式では，価格点と性能点の和によって算出して

いることから，本来，価格点と性能点は 1点あたりの価

格を合わせた統一した評価指標とし，性能評価の増分は

金銭換算が可能であるべきである． 

 大西・宮本 2)において実際の案件における各案件落札

者の性能評価の金銭換算を行っており，表-2にその結果

を再掲している．ここでは，逆比例式と予定価格比式の

場合の 1点あたりの価格を各案件ごとに算出している．

さらに，［性能の換算価格／予定価格］によって予定価

格との比率を算出している． 

 性能点の金銭換算は要求水準を上回る性能に対しての

金銭評価値であるが，仮に予定価格を要求水準に対する

対価と見なした場合，その0.85から2.01倍の追加的価値

があることになり，一般的には過大であると思われる．

この結果から適正なキャリブレーションの必要性を指摘

することができよう． 

 

表-2 性能点の金銭換算 

 

※1 逆比例式：［（配点）×（最低入札価格／各入札価格）］ 

※2 逆比例式は非線形式であるため，［（予定価格点－最大価

格点）／（予定価格－最小入札価格）］によって便宜的に 1

点あたりの価格を算出している． 

※3 予定価格比式：［（配点）×｛1－（各入札価格／予定価

格）｝］ 

（大西・宮本 2)より一部加工・修正の上再掲） 

 

 

4. 価格点と性能点のキャリブレーション方法 

 

(1) キャリブレーション方法 

 キャリブレション方法としては，大西・宮本 2)に示し

た通り，a) 金銭換算化可能な性能評価項目がある場合の

方法，b) 性能点合計の満点を設定する方法， c) コンジョ

イント分析に基づく方法の 3つが考えられる．下記にそ

れぞれの具体的な方法を示す． 

 

(2)  金銭換算化可能な性能評価項目がある場合の方法 

 性能評価項目において価格あるいは費用に換算できる

項目について，その最高評価提案の価格あるいは費用を

価格点と換算することにより，その項目の配点を決定す

る．その他の性能評価項目の配点に関しては，通常行わ

れている各性能評価項目間の相対重要度評価に基づき決

定する． 

一例として，性能評価項目によく見られる「光熱水費

の削減」に対して具体的な削減額が想定できる場合，光

熱水費の削減の配点に対して満点を付与する場合の具体

的な削減額をあらかじめ想定しておくことで，1 点あた

りの価格を設定することが可能である．仮に期待値とし

て事業期間全体で 200,000 千円の削減を期待するものと

した場合の配点を 5 点とすると，1 点あたりの価格は

40,000 千円となる．性能評価項目の他の項目についても

1点あたりの価格をベンチマークとして設定していく． 

また，性能評価項目の設定後，価格点設定においてキ

ャリブレーションを行うが，この際には 1点あたりの価

格が一定であるため，価格点算出式は線形式でかつ絶対

評価式であることが条件となるため留意が必要である．

例えば，大西・宮本 3)において提案した線形補間式によ

って予定価格と下限価格を設定し，1 点あたりの価格を

40,000 千円とすることで，性能評価に価値を合わせた配

点を設定することが可能となる． 

 

(3) 性能点合計の満点を設定する方法 

 予定価格との比較において，性能評価点の満点が設定

できると仮定して，最大値を仮想的市場評価法（CVM）

（例えば，栗山 18)）により求める．従来，一般にとられ

ている性能点の配点付与はこの考え方に基づいて行われ

ているとも考えられるが，それに対する支払い意志額と

してのキャリブレーションは行われていない．全てが最

高の提案がなされた場合にいくらの支払いをしても良い

かを関係者にアンケートし，その平均値を求め，価格点

との換算により満点を設定する方法である．各性能評価

項目の配点は，通常行われている項目間の相対重要度評

価に基づき，配点を決定する． 

そして，あらかじめ設定した価格点配点を基に 1点あ

たりの価格を算出し，価値を合わせることで満点を設定
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する．この際，(2)と同様に 1点あたりの価格が一定であ

ることが必要であることから，価格点算出式は線形式で

かつ絶対評価式であることが条件となるため留意が必要

である． 

 

(4) コンジョイント分析に基づく方法 

 性能評価項目の中で代表的な項目をいくつか選択し，

それらの想定される提案内容と入札価格の組み合わせを

選択肢としてコンジョイント分析（例えば，木下・大野
19)）を行い各性能評価項目の重みから価格評価値を測定

する．その他の性能評価項目に対しては通常行われてい

る各性能評価項目間の相対重要度評価に基づき決定する． 

具体的には，事業者選定基準を作成する前に想定され

る入札価格と各性能評価項目の中でより優れた提案評価

項目について，いくつかの組み合わせを提示し順位付け

を行う．そして，順位データを基にコンジョイント分析

を行い，算定された属性重要度と効用値を基に入札価格

から金銭換算を行う． 

 

 

5. 性能評価項目の金銭換算シミュレーション 

 

(1) 前提条件 

 前章における価格点，性能点の算出に対する課題をも

とに，本章では， 3つのキャリブレーション方法に対し，

仮想値を用いたシミュレーションによって，価格点と性

能点のキャリブレーションを試行する． 

 まず，PFI 施設として最も案件の多い事業の一つであ

る学校給食センターを想定し，予定価格 100億円，下限

価格 80 億円とする．また，性能評価項目のうち金銭換

算が可能な項目は事業計画に関する提案の一項目の「光

熱水費の削減」とする．具体的な設定値や性能評価項目

及び各方法における設定手順については，(2)〜(4)のキ

ャリブレーション方法ごとに設定しシミュレーションを

行う． 

 

(2)  金銭換算化可能な性能評価項目がある場合の方法 

 まず，性能評価項目のうち金銭換算化が可能な項目と

して，事業計画に関する提案に多く見られる光熱水費の

削減額を対象としている．シミュレーションにおいては

仮想的に事業期間全体で従来方式に比べて 2億円の削減

を期待（①）し，光熱水費の削減額に対して 5点の配点

（②）としている．これにより削減額÷配点によって１

点あたりの価格が内生的に決定し，40 百万円（③）と

なる． 

 次いで，価格点とのキャリブレーションを行うため，

1点あたりの価格に合わせて，予定価格を 0点とした線

形補間式により価格点算出式を設定すると，下限価格点

が 50 点（⑤）となり，下記の式により各入札者の価格

点を算定できる． 

価格点= 50 × (
予定価格−入札価格

予定価格−下限価格
) 

 

 さらに，性能評価項目の配点については，1 点あたり

の価格を基に相対重要度評価によって決定していく．シ

ミュレーションにおいては仮に⑥〜⑨のとおり配点を行

い，性能点合計を 70点としている． 

 

表-3 性能項目の金銭換算化の設定値 

＜金銭換算可能な項目＞ 配点（点） 
金銭換算額 

（百万円） 

光熱水費の削減額（期待値）…① - 200 

配点…② 5.00 - 

1点あたりの価格…③＝①/② - 40 

＜価格点設定＞ 配点（点） 
価格 

（百万円） 

予定価格 - 10,000  

下限価格 - 8,000  

予定価格－下限価格…④ - 2,000 

下限価格点（＝満点）…⑤＝④/③ 50.00 - 

＜性能点設定＞ 配点（点） 
金銭換算額 

（百万円） 

設計・建設に関する提案…⑥ 20.00 800  

維持管理に関する提案…⑦ 10.00 400 

運営に関する提案…⑧ 20.00 800  

事業計画に関する提案…⑨ 20.00 800  

（光熱水費の削減）※1 5.00 - 

合計 70.00 2,800  

100点満点換算 価格点 41.67 - 
 性能点 58.33 - 

※1 光熱水費の削減については，事業計画に関する提案の一項

目として想定． 

 

(3) 性能点の合計を設定する方法 

 まず，価格点の配点を設定する．シミュレーションで

は仮に 30 点（①）とし，(2)と同様に線形補間式の考え

方により 1点あたりの価格（③）を算出する． 

 次いで，想定される性能点合計の増加価値の金銭換算

額を設定し，各性能評価項目での増加価値に合わせて，

各性能評価項目の金銭換算額を１点あたりの価格で除し

て配点を決定する．シミュレーションでは仮に性能点合

計の増加価値を 30 億円としている．上記の設定により

性能点の合計は 45点となる． 

 

表-4 性能点の合計を設定する方法の設定値 

＜価格点設定＞ 配点（点） 価格（百万円） 

予定価格 - 10,000 

下限価格 - 8,000 

満点…① 30.00 - 

予定価格－下限価格…② - 2,000 

1点あたりの価格…③＝②/① - 66.7 
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＜性能点設定＞ 配点（点） 
金銭換算額 

（百万円） 

性能点合計の増加価値…④ - 3,000 

設計・建設に関する提案 13.50 900 

維持管理に関する提案 6.75 450 

運営に関する提案 13.50 900 

事業計画に関する提案 11.25 750 

合計 45.00 - 

100点満点換算 価格点 40.00 - 
 性能点 60.00 - 

 

(4) コンジョイント分析に基づく方法 

 まず，要求水準に比べて優れた提案内容として想定さ

れる性能評価項目を設定した上で，コンジョイント分析

を行うための属性及び水準として整理する．例えば，表

-5に示すように，入札価格，設計・建設に関する提案，

維持管理に関する提案，運営に関する提案，事業計画に

関する提案を属性とし，水準として各入札価格帯及び各

属性の中で優れた提案内容に該当するものを設定してい

る．本来であれば各属性の水準ごとに組み合わせパター

ンを設定し順位付けを行う必要があるが，簡略化のため

表-6に示す 10通りの組み合わせから順位付けを行う． 

 

表-5 コンジョイント分析に用いる属性及び水準の例 

属性 水準1 水準2 水準3 水準4 

入札価格 

（百万円） 
8,000 8,500 9,000 9,500 

設計・建設 全体配置 調理機能   

維持管理 修繕計画 
維持管理

計画 
 

運営 実施体制 衛生管理   

事業計画 
リスク 

管理 

光熱水費

の削減 
地域貢献  

 

表-6 コンジョイント分析に用いるコンセプト・カード

の例 

No. 
入札

価格 
設計・建設 維持管理 運営 事業計画 

1 8,000 調理機能 修繕計画 衛生管理 
光熱水費の 

削減 

2 9,500 調理機能 修繕計画 実施体制 リスク管理 

3 9,000 全体配置 修繕計画 衛生管理 地域貢献 

4 8,500 全体配置 
維持管理 

計画 
実施体制 

光熱水費の 

削減 

5 9,000 調理機能 
維持管理 

計画 
実施体制 

光熱水費の 

削減 

6 9,500 全体配置 修繕計画 実施体制 リスク管理 

7 8,500 全体配置 
維持管理 

計画 
衛生管理 リスク管理 

8 9,000 調理機能 
維持管理 

計画 
衛生管理 地域貢献 

9 8,000 調理機能 
維持管理 

計画 
衛生管理 リスク管理 

10 9,500 全体配置 修繕計画 衛生管理 リスク管理 

 

 各組み合わせの順位データを基にコンジョイント分析

を行い，属性重要度及び効用値が算出される．これらの

数値により，入札価格を基に金銭換算が可能となる．な

お，本稿では具体的な順位付けのためのアンケートを取

得できないことから，コンジョイント分析によるキャリ

ブレーション方法の記述にとどめる． 

 

 

6.  性能評価項目の VFMへの反映 

 

(1) VFMの現状と本来の考え方 

PFI事業におけるVFMの基本的な考え方として，内閣

府民間資金等活用事業推進室では，VFM に関するガイ

ドライン（以下，ガイドライン）20)を示し，VFMの基本

的な考え方を整理している． 

ガイドライン 20) 一１(5)において，「同一の公共サービ

ス水準の下で評価する場合，VFMの評価はPSCとPFI事

業の LCCとの比較により行う」としており，PFI事業に

おける現状の VFM 算定についてもこの考え方に基づき

事業費の削減効果をもってVFMを算出している． 

一方，ガイドライン 20)の一 １(6)において，「PFI事業

の LCCが PSCを上回っても，その差を上回る公共サー

ビス水準の向上がPFI事業において期待できれば，PFI事

業の側に VFM があるといえる．ただし，この場合にお

いては，期待できる公共サービスの水準の向上が何らか

の方法によりPSCやPFI事業のLCCと同一の尺度で定量

化できることが前提条件となる」としている． 

本研究においてはこの項目で指摘されている公共サー

ビス水準の向上を事業費削減指標である PSC 及び PFI-

LCCと同一の尺度による定量化を行うことで VFMとし

て計測することが最終的な目的であり，5 章までの金銭

換算方法の提案についてはサービス水準の向上を VFM

として計測するための手段を提案している． 

 

(2) 性能評価項目の定量化によるVFMの再算定 

 前章において行った性能評価項目の金銭換算シミュレ

ーションを基に，仮想的な入札者の提案価格及び得点を

設定しVFMを算定する． 

a)  金銭換算化可能な性能評価項目がある場合の方法 

 VFM の算定にあたり，仮想的に落札者の入札価格，

性能点の得点を設定する．表-3で設定したとおり予定価

格が 100 億円に対して落札価格を 95 億円，性能得点は

71.50点とする．設定の詳細については表-7に示す． 

 落札価格については，予定価格に比べて 5億円の削減

となっており，従来の事業費削減額に基づくVFMは500

百万円（5％）となる．また，1 点あたりの価格に基づ

き算定した性能評価項目の増加価値については 2,360 百

万円となり，事業費削減額と合わせたVFMは 2,860百万
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円となる． 

 

表-7 性能評価項目の金銭換算化におけるVFM 

＜価格点＞ 配点（点） 得点（点） 
価格 

（百万円） 

落札価格 50.00 12.50 9,500  

予定価格 - - 10,000 

VFM（事業費削減額） - - 
500 

（5.0％） 

＜性能点＞ 配点（点） 得点（点） 
増加価値 

（百万円） 

設計・建設に関する提案 20.00 13.20 528 

維持管理に関する提案 10.00 5.70 228 

運営に関する提案 20.00 12.20 488 

事業計画に関する提案 20.00 11.60 464 

（光熱水費の削減） 5.00 - - 

合計 70.00 42.70 1,708 

総合評価値 120.00 55.20 - 

VFM合計 - - 2,208 

 

b) 性能点の合計を設定する方法 

 a)と同様に予定価格 100億円に対し，落札価格は 95億

円とした場合，従来の事業費削減額に基づくVFMは500

百万円（5％）となる．性能得点の合計を仮に 71.50点と

した場合，増加価値は 2,600 百万円となり，事業費削減

額と合わせたVFMは 3,100百万円となる．具体的な設定

については表-8に示す． 

 

表-8 性能点の合計を設定する方法におけるVFM 

＜価格点＞ 配点（点） 得点（点） 
価格 

（百万円） 

落札価格 30.00 7.50 9,500  

予定価格 - - 10,000 

VFM（事業費削減額） - - 
500 

（5.0％） 

＜性能点＞ 配点（点） 得点（点） 
増加価値 

（百万円） 

設計・建設に関する提案 13.50 8.91 594 

維持管理に関する提案 6.75 3.85 257 

運営に関する提案 13.50 8.24 549 

事業計画に関する提案 11.25 6.53 435 

合計 45.00 27.52 1,835 

総合評価値 75.00 35.02 - 

VFM合計 - - 2,335 

 

(2) VFM定量化の課題 

a) 重複計上への留意 

5 章のシミュレーションにおける金銭換算可能な項目

については光熱水費の削減を例に挙げている．しかし，

光熱水費の提案額がサービス対価となる場合には事業費

項目となるため，性能評価項目での金銭換算を行った場

合には重複計上となる．このように，定量化可能な項目

の事業費項目との重複に留意する必要がある． 

b) 相対重要度評価の妥当性 

金銭換算可能な項目以外については相対重要度評価に

よって金銭換算化を行う必要があるが，相対重要度によ

る金銭換算化について統一的な指標によって定量化が可

能かについては課題が残る． 

c) 性能点の合計を設定する際の金銭換算の妥当性 

 5．(3)で提案した性能点の合計を設定する方法につい

ては，性能評価項目の合計の金銭換算化が可能であるこ

とを前提とし仮想的に設定したが，実際の案件において

合計値の金銭換算化が可能か，また金銭換算値が妥当か

どうかを現時点では確認していない．そのため，実際に

この方法でキャリブレーションを行う場合には，金銭換

算化のプロセスについて別途検証する必要がある． 

 

 

7. 結論 

 

 本稿では，総合評価における価格と性能の評価点をキ

ャリブレーションするため，性能評価に対する 3つの金

銭換算方法について，具体的な手順についてシミュレー

ションにより確認した．さらには，性能評価の金銭換算

化により，従来 VFM 算定に用いられてきた財政支出削

減額だけでなくサービス水準の向上についても VFM と

して算定することが可能であることを示した． 

一方，実際の事業者選定にあたっては，性能評価項目

における事業費算定との重複項目の有無，金銭換算が可

能な項目以外について同一の指標による相対重要度評価

の可能性，金銭価値合計の定量化の可能性については改

めて検証が必要である．また，従来の事業者選定手続き

と比べて繁雑な作業が必要となる事柄に対する実行可能

性についても検討する必要があるため，今後の課題とし

たい． 

 なお，本稿の内容はすべて著者たちの個人的見解に基

づくものであり，所属会社の見解を示すものではない． 
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